
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  宮崎労働局・  宮崎運輸支局 

現 行 改 正 案

６０時間以下 ６０時間超 ６０時間以下 ６０時間超

大 企 業 ２５％ ５０％ 大 企 業 ２５％ ５０％

中 小 企 業 ２５％ ２５％ 中 小 企 業 ２５％ ５０％

※　平成２２年４月以降、当分の間適用猶予（３年後見直し規定あり）

１か月の時間外労働 １か月の時間外労働

（※）

大企業 中小企業 大企業 中小企業

全体 ８．１％ ４．４％ ０．５％ ０．８％

自動車の運転の業務 ４０．６％ ４２．２％ １１．７％ １３．４％

時間外労働が月６０時間超である

労働者が存在する割合

平均的な時間外労働が

月６０時間超である割合

１ 宮崎県におけるトラック運送事業の長時間労働の抑制に向けた諸対策に関するこ
と。 

２ 宮崎県におけるトラック運送事業の取引環境の改善に向けた取組に関すること。 
３ その他 

１ 学識経験者 
２ 労働団体 
３ 経済団体 
４ 荷主 
５ トラック運送事業者団体…一般社団法人 宮崎県トラック協会 
６ トラック運送事業者 
７ 行政機関…宮崎県、宮崎労働局、宮崎運輸支局 

中小企業における割増賃金率の引上げについて 

本年４月３日に閣議決定された「労働基準法等の一部を改正する法律案」においては、
月 60 時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50％以上）について、平成 31 年４
月から、中小企業への猶予措置を廃止することとしているところ、トラック運送業にお
いては、総労働時間が長く、また、荷主都合による手待ち時間などの実態があり、トラ
ック運送事業者のみの努力で長時間労働を改善することが困難な状況にあることから、
トラック運送事業者、荷主、経済団体、労働団体、行政機関（厚生労働省・国土交通省）
などの関係者が一体となって、トラック運送業における取引環境の改善及び長時間労働
の抑制を実現するための具体的な環境整備等を図ることを目的とする。 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会 

設 置 目 的 

協 議 会 組 織 

協 議 事 項 

資料３ 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

① 中央・各都道府県において協議会の設置・検

討（厚生労働省・国土交通省、荷主、事業者

等による協議会）

② 長時間労働の実態調査、対策の検討

③ パイロット事業（実証実験）の実施、対策の

具体化

④ 長時間労働改善ガイドラインの策定・普及

⑤ 長時間労働改善の普及・定着

協議会の設置

協議会の開催、パイロット事業の計画・検証、対策の検討、ガイドラインの策
定等

調査の
実施・検証

普及・定着の促進
助成事業の実施

パイロット事業(実証実験)の実施
労働時間縮減のための助成事業

ガイドラインの策定・普及

定
期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・
更
な
る
対
策

の
検
討

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

地方協議会 地方協議会 地方協議会

中央協議会 中央協議会 中央協議会

実態調査の実施 実態調査の集計・分析 パイロット事業の実施内容の
検討

・議題の調整（背景
事情、実態調査の
概要等）

・調査票送付先の検
討

・議題の調整（実態
のヒアリング（運
送事業者・荷主）、
調査の進捗状況報
告）

・調査の結果報告
・パイロット事業の

実施内容の検討

平成２７年度における作業スケジュール 

トラック輸送における長時間労働の抑制に向けたロードマップ 






























